
 
 

 

  

小国の民主化 
～少なさと弱さがもたらす自由～ 

１班 

法学部国際公共政策学科二回 

2019 年卒業見込み 

02B15002 石田勇輝 

02B15044 瀧本幹太 

02B15051 渡眞利駿太 

02B15057 日田将大 



1 

 

目次 

はじめに ............................................................................................................................ 2 

1 問題の所在 ...................................................................................................................... 2 

1-１ リサーチ・クエスチョン ........................................................................................ 3 

2 先行研究......................................................................................................................... 4 

3-1 小国に共通する要素とは ......................................................................................... 5 

3-2 仮説 ......................................................................................................................... 6 

3-2-1 権威主義から不完全な民主化へ ............................................................................ 7 

3-2-2 不完全な民主化から民主主義へ ............................................................................ 7 

4 実証................................................................................................................................ 8 

4-1「小国の中でも脆弱性が高い国」 ............................................................................. 9 

4-2「小国ではないが脆弱性の高い国」 ......................................................................... 11 

4-3「小国の中でも脆弱性は低い国」 ............................................................................12 

5 終わりに........................................................................................................................13 

参考文献 ...........................................................................................................................14 

参考資料 ...........................................................................................................................16 

 

 

  



2 

 

はじめに 

 第二次世界大戦以降、現在国際社会に存在する全 195 か国のうち実に 120 あまりの国が

誕生している。そのなかでも、とりわけ 1970 年代以降に人口 100 万人以下のいわゆる小国

と呼ばれる国家が加速度的に増加している現状がある。興味深いのは、それら小国にはい

わゆる「民主主義国家」が多くみられる、という傾向である。具体的には、小国の定義を

上記の人口 100 万人以下の国家とした上で Freedom House が提示する指標「Freedom in 

the World 2016」を参照すると、そのうちのおよそ 72％に Free（民主主義）という評価が

なされているのである。  

 たしかに、民主主義は 1980 年代に民主化運動が活発化したことや 2000 年代に入ってか

ら「アラブの春」が起こったことから世界的な潮流であるといえる。したがって、小国の

72％にFreeの評価がなされていることは何ら不思議なことではないように見える。しかし、

同様に全国家の政治体制を「Freedom in the world 2016」を用いて見てみると、Free（民

主主義）、Partly Free（不完全な民主主義）、Not Free（権威主義）のそれぞれの割合が 3

割程度であり、どの政治体制もスタンダードではない。では、なぜ小国の多くは高度な民

主化（Free）を果たしているのであろうか。  

本稿では、「なぜ小国は民主化しているのか」という問いに対して、権威主義国家である

小国は特有の脆弱性から民主化支援を受けようと民主化への動機が生まれ、国際的に求め

られる水準まで民主化する。その後、人口規模の小ささによる「政治参加意識の高さ」か

ら、さらに民主化が進められる、と主張する。 

 

 

1 問題の所在 

 この節では本稿で扱う「民主化」を定義し、世界の国の民主化度合いを俯瞰する。そし

て人口の少ない国を観察すると民主化が進んでいた現状を述べ、国家の規模と民主化に注

目した経緯とする。 

 民主化の度合いを本稿では Freedom House から考える。Freedom House では政治的権

利と市民の権利の 2 つからその度合いを測っている。 

政治的権利は、不正選挙が行われていないか、自由選挙が行われているかという「選挙

プロセス」と、一党制ではなく、野党の存在を認めて複数政党制の導入が行われているか

といった「政治における多元的共存」の二つで構成される。 

市民の自由は思想・表現の自由や個人の人権尊重に関する法律が制定されているかで構

成される。 
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そして、民主化の進展度合いの指標として、同じく Freedom House が公表している民主

化評価度数を用いる1。これは上記の考慮要素を数値化し、それらにより世界の国の民主化

度合いを評価するもので、総合得点が1.0から 2.5の場合は民主化が達成された状態（Free）、

3.0 から 5.0 の場合は不完全な民主化の状態（Partly Free）、5.5 から 7.0 の場合はほとんど

民主化されていない状態（Not Free）と 3 つに世界の国々が分類される。 

  

1-１ リサーチ・クエスチョン 

 これによれば 2016 年世界の 44％が「Free」、30％が「Partly Free」、26％が「Not Free」

と評価されている。その中で、世界中の国々の民主化の進展度合いについて、何か規則性

や特徴はないのだろうか。本稿は国家の規模が民主化に影響を与えることはないのかと問

題提起から、「人口」に注目した。 

 人口の大きさは経済規模の大きさや軍事力の強さなどにも大きく影響するものだと解さ

れている。そのことから、国連訓練調査研究所（UNITAR）でも国際社会の中でその国自

身の規模を測る上で、人口による定義は非常に有効な手段だとしている2。 

 

図１ 国家の人口と民主化評価度数の関係 

 

（出典：筆者作成） 

                                                 

1Freedom House, About Freedom in the World “An annual study of political rights and civil 

liberties”. 参照。 

2 田中（2007） 
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図 1 は、国家の人口と民主化評価度数をまとめたものである。人口が 100 万人以下のほ

とんどの国家では高度な民主化が達成されている事がわかる。人口が 100 万人以下の国を

国連訓練調査研究所（UNITAR）は「小国」と定義しており3、本稿での小国についても同

様にする。WHO によれば、2016 年、小国は 39 か国ある4。 

小国の多くが民主化している状況から、「なぜ小国は民主化しているのか」という問いを

立てた。次節からこの問いに対して先行研究を論じ、仮説構築、実証を行う。 

 

2 先行研究  

 小国の民主化についてはこれまで少なからず議論がなされてきた。 まず、小国一般では

なく、太平洋小島嶼国家という小国内における特定のグループの民主化要因について説明

した研究を二つ挙げる。  

 一つ目は、小島嶼国家の内部的要因に着目した研究である。ダグ・アンカーは、「なぜ小

島嶼国家は民主的なのか」の中で、市民の間の仲間意識や支配層-被支配層間の開かれたコ

ミュニケーション・チャネル、政治的プロセスにおける同質性などの概念を以って、小島

嶼国家が民主的になりやすい要因を説明している5。 

 二つ目は、外部的要因から民主化を説明するものである。マサラ（2004）は、太平洋や

カリブ海地域に位置する小島嶼国家は、アメリカやオーストラリアなど民主主義規範の啓

蒙に積極的な大国の近くにあるため民主化を遂げているのだとした6。  

 このように、太平洋地域の小島嶼国家が民主化する要因については、一定の理論的見地

は得られている。しかし、当然ながらこれらの研究は、小国の中でもかなり限定された範

囲について議論するのみにとどまっており、小国一般の民主化要因について論じるには至

っていない。  

 次に、小国の多くに当てはまる一般的な要因を以って民主化を説明した研究を挙げる。

カーニーは国際関係に着目し小国の民主化を説明した。経済的に脆弱な小国は、ともすれ

ば破綻する危険性を孕むため、先進国に対し援助を求める。ここで、援助要請先となる欧

米諸国は、多くの場合援助の要件として民主的政治体制の導入・維持を要求するため、小

国は援助享受のために民主的改革を行うのである7。  

 この研究は、比較的例外の少ない理論を持って小国家の民主化を説明しようとした点で

                                                 
3 United Nations Institute for Training and Research, Status and problems of very 

small states and territories, UNITAR series, no. 3, 1969 p. 24. 
4 World Health Organization, World Health Statistics 2016: Monitoring health for the 

SDGs, World Health Statistics, 2016, p.104-112 
5 Anckar (2002) 
6 Masala(2004) 
7 Carney(1989) 
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評価できるが、現実を説明するには不十分である。第 4 節で詳述するが、原則的に、欧米諸

国が援助要件として要求する民主化水準は、形式的な複数政党制の導入に過ぎない。それ

にもかかわらず、小国の多くには、平等権の保障や健全な選挙制度の確保など、欧米諸国

が援助要件としては要求していないはずの民主主義的システムが導入されている。すなわ

ち、小国の民主化は先進国からの要求水準を大きく踏み越えるものなのである。したがっ

て、小国のこうした民主化状況については、欧米諸国からの援助要件のみでは説明できな

い。  

 以上をまとめると、先行研究は、小国のなかでも特殊な事例の説明にとどまっているも

の、また、小国一般について説明を試みているが、満足のいく理論を展開することができ

ていないものに分類される。これら先行研究の欠点を踏まえて、本稿では、小国一般の民

主化を説明する仮説を提示する。 

 

3 仮説 

3-1 小国に共通する要素とは 

 先行研究ではこの人口の少なさという要素だけで小国の民主化を説明しようとしていた

が、充分なものは存在しなかった。仮説を立てるには小国に共通する他の要素も必要であ

ろう。 そこで、小国に共通すると考えられる要素として、国家の脆弱性について考察する。

脆弱性は国家の規模を測る上で重要な要素だと考えられており、後発発展途上国の認定時

の考慮要素にもなっているからである。そしてその脆弱性を測る指標として、本稿では国

際連合が定めた経済脆弱指数（EVI）を用いる8。その国が国際社会の中でどれだけ経済的

に脆弱なのかを数値化したもので 8 つの指標9により評価される10。また、それによって算

出された脆弱性の合計得点が 36 点以上の国は先進国からの援助が必要となる場合が多い。

2015 年では 62 の国が合計得点で 36 点以上となった。 

 そしてここで、小国と脆弱性の関係を観察する。図 2 の散布図によると、興味深いこと

に、人口が少ない国家であるほど EVI 指標が高くなっており、人口の少なさと脆弱性には

相関関係が成り立っていることが分かった。次項ではこの脆弱性という要素も考慮しなが

ら、なぜ小国が民主化しているのかを説明する仮説を述べていく。  

                                                 
8 Development Policy and Analysis Division, “LDC data retrieval”参照。 
9 8 つの指標として、1 人口、2 地理的要因、3 輸出財の多様性、4 農業、林業、漁業の割合

をもとにしたその国の経済構造、5 住環境、6 財やサービスの輸出の不安定性、7 災害時の

被害、8 農産物の不安定さがある。 
10  Development Policy and Analysis Division、“LDC Criteria”, 参照。 
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図 2 国家の人口と EVI 指標の散布図 

 

（出典：筆者作成） 

 

3-2 仮説  

  小国の多くが民主化している要因について、本稿の仮説を端的に示すと、「小国は、脆

弱性・人口の少なさという二つの内在的要因がそれぞれ別々のフェイズで寄与し、二段階

の民主化を遂げる」となる。  

 まず、仮説に際して図 3 を用いることとするが、この図は国家の民主化の度合いを三段階

に分けて表したものであり、より民主的な国家ほど右に位置する。点 Aに位置する国は権

威主義、すなわち一般市民の参加が認められていない政治体制をとっている。点 B に位置

する国家は不完全な民主主義体制を擁する。形式的には複数政党制を採用しているものの、

健全な選挙管理や、市民の人権保護、メディアの機能といった点においては不完全であり、

実質的な民主主義は達成されていない国家である。そして、上記のような民主的制度のほ

とんどを採用している国家が点 Cに位置する国家、すなわち民主主義国家である。 

 なお、仮説の前提として、権威主義政府は、内外からの十分な圧力がない限り、常に最

も権威主義的な体制を目指して行動するものとする。すなわち、本稿の議論では、民主化

度合いが A の国家が B や C に移行するためには、政府に対して国際および国内的な何らか

の圧力が必要である11。  

                                                 
11 例えば、1972 年のブータン王国における民主化に見られるように、国王自らが国民の意

向に関わりなく民主的改革を行ったような事例は、以下の議論からは排除されている。 
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図 3 国家の民主化のイメージ図 

 

3-2-1 権威主義から不完全な民主化へ 
 第一段階として、図 3における A→Bの変化について説明する。この段階では、脆弱性が

民主化の促進要因となる。脆弱な国家は、自らの力で国家を維持することができないため、

先進国に経済援助を要求する。こうした要請を受けた先進国はしばしば援助の要件として

民主化を要求するため、それらの国は民主化を行う。社会主義国崩壊により西欧諸国に支

援を求める際、複数政党制を導入したアフリカ諸国はその典型例である12。  

 しかし、ここで小国が遂げる民主化は完全なものではない。武内は、先進国が援助の要

件とする民主化の程度は形式的な複数政党制の導入であることを指摘している13。すなわち、

形式的な複数政党制の導入さえ行われれば欧米諸国は援助を開始し、それ以上の民主化を

強制することはないのである。したがって、この段階では脆弱性の高い国の権力層は、そ

れ以外の民主的制度（より健全なデモクラシーを達成する政治的制度や人権保護法の整備

など）の導入を保留することが可能なのである。したがって、脆弱性という要素のみが民

主化を促進したこの段階では、必ずしも民主主義への移行を完了しない。  

  

3-2-2 不完全な民主化から民主主義へ 

 第二段階として、図 3における B→Cの変化について説明する。  

 ここでは、人口の少ないことが起因して、高度な民主化を遂げる。端的に述べると、そ

れは小国によってもたらされる①政治参加意識の高さ、②個々人の影響力の大きさ、とい

う二点による。すなわち、人口の少ない国家では政治参加意識が高いため、世論表明の影

響力が大きく、結果として政府が世論を反映した政治を行う。以下に詳述する。  

 複数政党制の導入による形式的な民主主義の確立により、権威主義体制のもとでは認め

られなかった民衆の政治参加が可能になる。このとき、人口の少ない国では、市民一人ひ

とりの及ぼすことのできる政治的影響が大きいことから、小国の市民は自分が政治参加を

する意義を認識しやすく、高度な政治参加意識を有する。したがって、市民が積極的な政

治参加を行うため、彼らの行う世論表明の規模ないし頻度は大きい。かくして、世論表明

                                                 
12 武内進一、現代アフリカの紛争、56 頁参照。 
13 武内(2009)  
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の影響力が大きいことから、「政治的権利」や「市民の自由」の拡大を訴える民衆の要望を

受けた政権側が、そうした市民の要望を反映した政治を行うのである。このようにして市

民の要望が政権側に影響しやすいことから、市民の望む限りの民主化が行われやすい。例

えば、ある小国における労働者の権利の向上という問題に関して、一人ひとりの政治参加

意識が高いことから大規模なデモが頻発し（世論表明の影響力が大きい）、その結果、市民

の要求を受容した政権側が労働者の権利を向上させる法制度を整える（民意の反映）とい

うことである。  

 

図 4 2 つの要素による二段階の民主化 

 

 

表 1 小国の要素ごとの民主化度合い 

  
①脆弱性 

  
低い 高い 

②人口 
多い ほとんど民主化しない（A） ある程度の民主化（B） 

少ない ほとんど民主化しない（A） 民主化が達成（C） 

（出典：筆者作成） 

 

4 実証 

 これから前節で述べた仮説について実証を行う。本稿の仮説では国家を、人口が小国の

基準となる 100 万人より少ないか多いかと、EVI 指標の 36 点を基準に脆弱性が低いか高い

かで４つに累計化した上で、「小国の中でも脆弱性が高い国」だからこそ第 2 段階までの高

度な民主化を果たすことを述べた。そしてそのことから、他の 3 つの類型である「小国で

はないが脆弱性の高い国」は途中の第 1 段階まで民主化し、「小国の中でも脆弱性は低い国」

と「小国ではない上に脆弱性も低い国」は民主化が進まないことも述べた。これからその 4

つの類型のそれぞれに当てはまると考えられる国家をそれぞれ選出し、具体的事例を観察
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しながら仮説の実証を行っていく。 

 また、実証の段階における政治参加意識の観察方法であるが、市民一人ひとりの心理的

感覚を直接的に計ることは困難である。したがって、政治参加意識の高揚が起因して起こ

された市民の政治参加行動の状況を観察して議論することにする。本稿では、投票行動と

デモ活動を観測対象とし、投票率および民主的政党の相対的得票率が高い場合、および市

民が積極的なデモ活動を行っている場合に、政治参加意識が高く、その逆の事象が観察さ

れた時に低いものとする。 

 

4-1「小国の中でも脆弱性が高い国」 

 まず、小国の中でも脆弱性が高い国について扱う。脆弱性が起因して、外部との関係で

第 1 段階の民主化が行われる、そして、市民が参政権を得たことにより、人口の少なさに

由来する高度な政治参加意識により内部からの高度な民主化、つまり第 2 段階の民主化ま

で遂げるというものである。本項では 2016 年度の人口が 100 万人以下の小国でかつ EVI

指標が 36 点以上の脆弱性を有する国であるセーシェルを用いて、仮説の実証を行う。その

際、 ①援助要求水準に合わせて民主化したこと、②その後、高度な政治参加意識が起因し

て民主化したこと、この二点を示し実証とする。 

 セーシェルは、人口は約 92900 人の国であり、コモンウェルス加盟国である。まず①欧

米諸国の援助要求水準に合わせて民主化したことを述べる。セーシェルは 1976 年に独立し

た。マンチャムが大統領になり、ルネが首相になった。しかし、翌年のルネ派のクーデタ

ーで政権が転覆、社会主義的性格の憲法が制定され、セーシェル人民進歩党による一党独

裁が始まる。1980 年代末期、経済的後ろ盾だった共産主義諸国の崩壊により、経済的協力

を求める相手となった西欧諸国が民主化を要求したからである。1990 年、主要援助国であ

るフランスに政治改革を望まれ、1991 年のコモンウェルスの代表会議では民主化をすすめ

るように、イギリスと他の国々から強く要求された。 

 この時セーシェルが要求された民主化とは具体的に何か。これはセーシェルが民主化を

要求された同時期に発表されたハラレ宣言から推定される。これによればコモンウェルス

が定義する民主化は、市民が民主化過程に参加すること、特に自由で平等な選挙を通じて

社会を形成することである14。また同時期に提出されたミルブルック行動計画によれば、コ

モンウェルスが求める民主化をしてない時、民主化な回復をすすめる、とある15。セーシェ

ルの複数政党制導入後、特にセーシェルへの民主化要求がなかった。また、その後の選挙

でコモンウェルスの選挙監視団は、選挙不正について大した問題はないとしている。そし

て、1991 年のみイギリスから援助が減らされている事実があり複数政党制が導入した後援

                                                 
14 The Harare Commonwealth Declaration, 1991.参照。 
15 Millbrook Commonwealth Action Programme on the Harare Declaration 参照。 
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助額が戻っている事がわかる16。これらより、コモンウェルスは複数政党制程度の民主化を

セーシェルに求めたことがわかる。 

 そして、主要援助国からの援助額の減少、主要産業の観光業の衰勢によって、大統領は

政治改革による経済状況の改善を余儀なくされたセーシェルは単一政党制をやめ、1991 年

にコモンウェルスから要求された複数政党制を導入した17。以上が、セーシェルの脆弱性に

より第 1 段階の民主化を遂げた経緯である。 

 次に②について、第 1 段階まで民主化した後に高度な政治参加意識が起因して民主化した

ことについて述べる。複数政党制の導入により、民主的政党が成立し、大統領選挙や国会

議員選挙における得票率を伸ばしていくが、政権交代は 2016 年までの 39 年間なされず、

Parti Lepep（人民党）が政権を担当し続けた18。また、政治腐敗、メディアの公平性の欠

如、選挙不正などがあり、この時点で高度な民主化を遂げたとは言えない19。 

 こうした状況で、人口の少なさに起因する市民の s 治参加意識が効力をなし、内部からの

民主化を遂げた。以下にその過程を詳述する。 

 在東京セーシェル共和国名誉総領事館によれば、セーシェルでは人口が 9 万人以下と少

ないことから、国民は自らの一票や、その結果としての国民議会の決定が直接国民の生活

に関わることに自覚的であり、政治に対する関心は非常に高いという20。このような政治参

加意識の高さから、以下に述べるような政治に関する活動がおこった。 

 セーシェルでは、憲法に言論・報道の自由が規定されているが、政府がメディアを管理

しており、 高いライセンス料により私有メディアの開発を妨げる、野党に不利な脚色を施

した報道がなされるなど、権威主義的な情報統制が存在する。こうした規制に国民は不満

があり、2006 年にラジオ局所有を制限する法案を議員が可決した際、抗議者と治安部隊が

衝突する事件があった21。 

 このように国民の政府への不満にもかかわらず、与党は選挙不正を行い政権を維持して

いたため、市民が 2011 年に選挙監視団を形成して選挙プロセスの改善に向けて行動した。

そして、2015 年に選挙法改正が実現すると、国民は与党に対する不満を投票という形で示

し、民主化や汚職の根絶、権力移行を目指した野党連合が独立後初めて国民議会選挙で勝

利し政権交代がなされた。この選挙では投票率が 80％以上であった22。また、この政権交

                                                 
16GEOGRAPHIC NAMES Seycelles Government 2016 参照。 
17Gavin, Cawthra、André, Du Pisani、Abillah, H. Omari(2008) 
18 U.S.DEPARTMENT of STATE 2010 country reports on human rights practices 

Seychelles. 参照。 
19 U.S.DEPARTMENT of STATE 2010 country reports on human rights practices 

Seychelles.参照。 
20 在東京セーシェル共和国名誉総領事館から 2017 年 1 月 6 日に直接見聞。 
21 Grobal Nonviolent Action Database Seychellois campaign for free independent radio, 

2006.参照。 
22Seychelles News Agency 2016 年 9 月 16 日参照。 
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代は、市民の知る権利を妨げる政党が政権を喪失したという意味で、「政治的権利」の向上

であるといえる。このように、セーシェルでは、複数政党制導入後にメディアに対する抗

議、高い投票率、政権の交代などに見られるように政治参加意識の高まりが見られ、国民

の政治的意見が反映され、高度な民主化が達成された。 

 

 

4-2「小国ではないが脆弱性の高い国」 

 次に「小国ではないが脆弱性の高い国は不完全な民主化にとどまる」という本稿の仮説

をアゼルバイジャンの事例を用いて実証する。以下、仮説が正しいことを示すために、①

欧米諸国から不完全な程度の民主化要求があったこと、②政府が欧米諸国の要求水準に合

わせて民主化を行ったこと、③政治参加意識の低さが起因して第 2段階の民主化が行われ

ないことの 3 点を示す。 

 アゼルバイジャンは人口 950 万人で小国とは言えないものの、EVI の指標は 39.5 となっ

ており、小国ではないが脆弱性が高い国であるため、今回の実証に用いる。 

 ①欧米諸国から不安全な程度の民主化要求があったこと、②政府が欧米諸国の要求水準に

合わせて民主化を行ったことを述べる。独立直後から就任していたエルチベイ大統領は、

社会主義国だけではなく、欧米諸国にも考慮をして民主化政策を主張するも国内に大きな

混乱を招いていまい、クーデターにより倒されてしまう。1993 年の国民投票で選ばれたヘ

イダル・アリエフ大統領は、民主化したことにより不安定化を招いたとして民主主義に不

信感を抱き、多少の制限はあっても国家の安定を望んだ国民の意思を捉えて23、就任後権威

主義的な体制を固めていく。しかし、経済の安定化のためには欧州評議会に加盟し、欧州

への石油パイプライン開発が必要不可欠であるとされ、欧米諸国への歩み寄りも重要課題

となりつつあった24。 

 このような状況を踏まえて、欧州評議会では欧米諸国が行っているような民主主義的な

政治体制に向けてアゼルバイジャンの民主化が進んでいるか否かで同国の加盟を決断する

としたのである25。このように欧州評議会がアゼルバイジャンに求めた民主化というものが、

選挙プロセスにおいても、政治における多元的共存においても不正がないというような民

主主義的な政治に達することではなく、それに近づいているかどうかで加盟させるかを決

断するとしていたのである。このことからアゼルバイジャンに対して不完全な民主化要求

があったと言える。 

 しかし、政府としては権威主義化していく方針であったため、民主化に対して消極的な

立場をとる。そのため、欧州評議会から要求された選挙管理委員会の改正や部分的な政治

                                                 
23 廣瀬(2004) 
24 この段落の史実については外務省「アゼルバイジャン共和国 基礎データ」参照。 
25 Cornell(2001) 
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犯の釈放、汚職がひどい地方官僚や市長などの解任、空港の汚職撲滅などには対応してい

くがそれ以外の民主化について実施はしていない26。つまり政府が欧米諸国による民主化要

求水準に合わせて民主化を行ったことが分かる。 

 ③の政治参加意識の低さが起因して第 2段階の民主化が行われないことついて述べる。ア

ゼルバイジャンでは多少の制限はあったとしても上記で述べたように国家の安定を望むと

いった、政治に対して消極的な姿勢がある。そのため、市民の政治参加について考察して

も、2011 年に野党側が民主化を訴えるために数万人もの参加が見込まれて計画された大規

模デモでは実際に参加した人は 350 人ほどにとどまったという市民の消極性が観察でき、

市民の政治参加意識は低いことが分かる27。 

Freedom House を見ても欧州評議会への加盟を目指し始めた 1997 年からは、欧米諸国

から要求された程度の民主化を進めた成果が表れて Partly Free となっていた。しかし、そ

の後は国の政治体制としては権威主義化を目指しているためイルハム・アリエフ大統領就

任後の 2004 年からは Not Free の評価を受けているというように、市民の政治参加意識と

いった事象が民主化につながっておらず、第 2段階の民主化は行われていない。こうして

実証が出来た。 

 

4-3「小国の中でも脆弱性は低い国」 

人口は少ないが脆弱性は低い国、つまり小国ではあるが脆弱性が低い国について述べる。

本項では、人口が 100万人以下の小国であるが脆弱性の低い国家であるブルネイを用いて、

欧米諸国の民主化要求に対して脆弱性が低いために民主化をほとんど行っていないことに

ついて示す。 

 ブルネイについて、現在の人口は 41.2 万人と小国であるが GNI40472 ドルと、東南アジ

アではかなり裕福な部類に入る。ブルネイでは自治権を得ていた 1962 年に、マレーシアに

対する外交政策に対抗して野党派の一部が暴徒化した経緯を踏まえて国王が非常事態宣言

を発令する。そのため、1970 年から立法議会の議員選出は選挙制から国王任命制となり、

1984 年の独立時から立法議会は活動が停止されてしまう。 

議会の停止により、イギリスを始めとする欧米諸国から激しく非難を受けることとなる

上に、イギリスから 1980 年代に憲法改正案作成の申請を受けたが、宗教的権威のスルタン

である国王が首相、財務、外交、国防などの国政全般を掌握したままの状態を続ける28。現

在でも大部分の議員は国民の選挙ではなく、国王自らが任命するという形式のままであり、

国王の決定事項について追認するのみの場となっている。 

以前に存在した政党の一つとして、1985 年に結党された国民民主党は議会制民主主義が

                                                 
26 廣瀬(2004) 
27 廣瀬(2011) 
28 David(1990) 
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立憲君主制の下での正常な機能や選挙制度の再開を求めたが、1988 年には社会団体法によ

って登録を抹消されてしまう。他にも民主化を求めて多くの政党が設立されたが、どれも

直接的に王家に対して公に批判をすることは出来ていない29。 

このように欧米諸国からの民主化要求があるにも関わらず、権威主義的な体制を今日ま

で続けている理由は、産出する石油により、脆弱性が低くなっているというものがある。

ブルネイでは 1960 年代から本格的に石油開発に乗り出し、2014 年の時点では日産で石油

は 12,6 万バレル、天然ガスは 23,1 万バレル産出しており30、石油から十分な歳入が確保で

きていることから、国民は課税されることなく、社会福祉やインフラ整備の充実した高水

準の生活水準を維持している。国民に充実した社会保障制度を提供することを可能にする

ような天然資源が、国民に参政権のない政治環境の中で必要とされる正当性を政府に与え

ているのである31。2014 年には国王により死刑制度についての厳罰化が行われ、国際人権

団体のアムネスティなどから非難を受けるものの、その際にも国王は「われわれは他国の

同意は期待しない」と述べ、外国からの干渉は受けないことを強調している32。 

 このように、豊富に取れる石油により社会保障制度などを整備して国民の生活水準を確

保し、政府の正当性を高めることで政府への国民の不満を避けている。そして対外的な民

主化要求に対しても脆弱性を低くすることで、その要求を受け付ける必要のない状況を作

り出し、現在まで権威主義的な政治体制のままなのである。そのため、Freedom House か

らは独立以来 Not Free の評価を受け続けている。 

  

5 終わりに  

 本稿では人口の少なさそれ自体が民主化を促進するという仮説の構築を目指す一方で、

人口のみに注目して仮説を立てることは困難であり、他にどのような要素を用いるべきで

あるかは大きな課題であった。本稿では、人口と相関する脆弱性という要素を用いて、二

つの変数が二段階に渡って起因し、小国が高度な民主化を遂げるメカニズムを理論的・実

証的に示すことに成功した。 

本稿は人口の少なさそれ自体を独立変数の一つに置き、それが民主化の移行に直接関係

している仮説を提示したという点で、小国の民主化に関する議論において新たな視点を提

示したといえる。 

  

                                                 
29 Talib(2002) 
30 JPKE, Brunei Darussalam Key Indicators, 2014. 
31 Naimah S. Talib, Brunei Darussalam: Royal Absolutism and the Modern State, 

CSEAS, 2013 
32 日本経済新聞「ブルネイ、厳罰の新刑法施行」2014 年 5 月 1 日掲載。 
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